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会 社 概 要

項　目 主な内容

社会的規範の遵守 日東工業グループは、法令や社会的規範、社会的良識に基づいた事業活動を行います。

社会的に有用な製品・
サービスの提供

公正な取引と健全な
事業活動

企業情報の管理と
公正な開示

知的財産の尊重

環境保全への取り組み

社会貢献 日東工業グループは、地域・社会との連携と協調を図り、良き企業市民としての役割を積極的に果たします。

安全で働きやすい
職場環境の実現

国際ルールの遵守 日東工業グループは、事業活動にあたり国際ルールを遵守するとともに、諸外国の文化・慣習を尊重します。

日東工業グループは、安全性・環境保全などに十分配慮し、お客様に満足していただける優れた品質の製品・サービスを提供します。

日東工業グループは、知的財産の重要性を認識し、その管理に細心の注意を払います。
また、第三者の権利を尊重するとともに、自らの権利を守り防衛します。

日東工業グループは、事業活動を行うにあたり、資源の有効活用・再資源化・省エネルギー・廃棄物の削減・環境汚染の予防に努め、
豊かで健康的な社会の環境作りに貢献します。

日東工業グループは、社員のゆとりと豊かさを実現し、快適・安全で清潔な職場環境を確保するとともに、社員の人格・個性を尊重し、
差別のない自由闊達で創造性の発揮できる企業風土を実現します。

日東工業グループは、公正かつ自由な競争の確保が、市場経済の基本ルールとの認識のもとに事業活動を行います。また、政治・行政との健全
かつ正常で透明な関係を維持するとともに、社会的秩序や企業の健全な活動に悪影響を与えるあらゆる個人・団体とは一切係わりません。

日東工業グループは、保有する秘密情報や個人情報については、それらが漏洩することのないよう適切な情報管理を行います。
会社情報の開示に関しては、必要と認められる情報を、株主・投資家はもとより広く社会に対し積極的に開示します。

経 営 理 念 （ C S R 経 営 方 針 ）

地球の未来に「信頼と安心」を届ける企業グループへ

ス ロ ー ガ ン 長 期 ビ ジ ョ ン

● お客様にご満足いただける新たな価値を創造し続けます。
● 人間尊重の精神に基づいた企業活動を進めます。
● 高い倫理観、道徳観に根ざしたコンプライアンス経営を実践します。
● 美しい地球を次世代へつなぐことに貢献します。
● 株主価値を高める経営を常に行います。

日東工業株式会社
NITTO KOGYO CORPORATION
〒480-1189 愛知県長久手市蟹原2201番地
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商 号
英 文 社 名
本 社
設立年月日
資 本 金
従 業 員

電気機械器具製造・販売および発電・売電事業
名古屋、菊川、磐田、掛川、中津川、唐津、
花巻、栃木野木
札幌、仙台、さいたま、東京、横浜、静岡、
名古屋、大阪、京都、広島、高松、福岡など
全国45ヵ所※　　　※ソリューション営業部・東京支店を除く

事 業 内 容
工　　　場

主　要　営　業　所

◉ 会 社 概 要（ 2 0 2 3 年 3 月 3 1 日 現 在 ）
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◉ 財 務デ ータ（連結業績）
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当社は、企業価値向上を目指すための重要な経営指標（ＫＰＩ）として「ＲＯＥ」（自己資本利益率）を掲げ、中長期的にその水準の維持向上を目指して
おります。利益配分につきましては、企業価値向上に寄与する投資を推進しつつ、財務状況やＲＯＥ水準などを総合的に勘案し、株主の皆様へ配当を
実施してまいります。
また、必要に応じて、自己株式の取得・消却など資本効率向上のための諸施策を実施し、株主の皆様にお応えしてまいります。
なお、2023中期経営計画の２期（2023年３月期および2024年３月期）では、さらなる自己資本の積み増しを抑制しＲＯＥの向上をはかるため、
連結配当性向100％を目標に配当を実施してまいります。

私たち日東工業グループは、経営理念（CSR経営方針5項目）に基づいて、人権方針を定めます。また本方針は、日東工業グループの人権尊重への
取り組みを規定する既存の文書(「購買方針」「企業倫理綱領」等)の上位文書として位置付けます。

本方針は、日東工業グループの役員(これに準ずるものを含む)およ
び従業員(すべての雇用形態を含む)に対して適用されます。また、日
東工業グループは、本方針を日東工業グループが影響を及ぼすこと
のできるサプライヤー、ビジネスパートナーおよびその他の関係者に
対しても働きかけていきます。

日東工業グループは、国際的に認められている「国際人権章典」(世界
人権宣言と国際人権規約)、および国際労働機関(ILO)の「労働にお
ける基本的原則及び権利に関する宣言」に規定された人権を尊重し
ます。また、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に基づいて事
業活動を行います。
●事業活動を行う各国・地域で適用される法令を遵守します。ただし、各国・
地域の法令と、国際的な人権の原則の間に矛盾がある場合には、国際的な
人権の原則を尊重する方法を追求していきます。
●日東工業グループは、すべての役員および従業員、お客様、サプライヤー、
ビジネスパートナー、地域社会の人々、その他のステークホルダーの人権
を尊重します。あらゆる差別、強制労働、児童労働、非人道的な扱い等を
禁止し、結社の自由や賃金、労働時間、安全管理等を含めた適切な労働条件・
環境の構築に積極的に取り組みます。

日東工業グループは、人権デュー・ディリジェンスの仕組みを通じて、
人権への負の影響を特定し、その防止・軽減、取組の実効性評価、説
明責任の履行に取り組みます。

日東工業グループが人権に対する負の影響を引き起こした、または負
の影響を助長したことが明らかになった場合、適切な手段を通じて、
その是正・救済に取り組みます。また直接人権への負の影響を助長し
ていない場合でも、事業、製品またはサービスを通じて人権への負の
影響と繋がっている場合、日東工業グループは、サプライヤー、ビジネ
スパートナーおよびその他の関係者に対して影響力を行使し、適切な
対応が取られるよう促します。

日東工業グループは、実際のまたは潜在的な人権への負の影響に関
する対応について、関連するステークホルダーとの対話の機会を確
保しつつ、誠意をもってステークホルダーとの協議を行っていきま
す。また本方針が効果的に実施されるよう、すべての役員および従業
員に対して適切な教育と研修を行います。

本方針が遵守されているかを監督する機関としてサステナビリティ委
員会を設置し、本方針の実施責任者は取締役社長とします。

本方針は、日東工業株式会社の取締役会にて決議しました。なお、本
方針は、社会環境の変化や事業の動向などを踏まえ、適宜見直しを
図っていきます。

◉ 利 益 配 分に関する基 本 方 針

◉ 日 東 工 業グ ル ープ 人 権 方 針

人権尊重

適用範囲

人権デュー・ディリジェンス

是正・救済措置

対話・教育

体制・責任者

方針の策定プロセスと見直し

企
業
理
念
｜
企
業
行
動
規
範
・
会
社
概
要

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
皆
さ
ま
へ
｜
C
S
R
の
考
え
方

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
皆
さ
ま
へ
｜
C
S
R
の
考
え
方

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
皆
さ
ま
へ
｜
C
S
R
の
考
え
方

企業理念 | 企業行動規範・会社概要


